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厚生労働科学研究費補助金：医療機器開発推進研究事業（ナノメディシン研究） 

低侵襲医療機器の実現化を目指した領域横断的な知的基盤の創出と運用に関する研究 

 

ニーズ調査：医師ニーズインタビュー 

 

 

東京都立神経病院 脳神経外科部長 谷口 真 先生 

 

 

インタビュー項目は次に示すとおり。 

大項目 小項目 

専門とする主な疾患・部位 

専門分野 

実施頻度の高い手技 

この 10 年で患者 

ＱＯＬの向上等に貢献

した医療機器 

この 10 年で、診療成績の向上や患者ＱＯＬの向上におおいに 

貢献したと考えられる医療機器 

既存の医療機器の改良

すべき点 

既存の医療機器の改良すべき点について、対象となる医療機器

と改良すべき点とその理由 

実現が望まれる新規の医療機器の概要（対象疾患・部位、機能

と効果） 

その医療機器が必要とされる背景、現状の問題点 

その医療機器の実現可能性 

実現が望まれる 

新規の医療機器 

開発意向・予定（または開発協力意向） 

医療機器の開発の方向

性に関する提言 

循環器および脳血管領域における医療機器の研究動向や今後の

医療機器開発の方向性に対する提言 

その他 研究動向 
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1）専門分野 

当院の脳外科は、主に脳機能外科を専門としており、脳の働きに関わる外科的治療を行

っている。このほかに脊髄の疾患、痛みの外科治療を行っている。 

対象疾患は、てんかん、大脳基底核の働きの異常による不随意運動、脊髄から大脳まで

広い範囲の原因で起こる神経原性の痛み、脳腫瘍などである。 

当院の総病床数は 300 床で、このうち神経内科が 200 床、脳外科が 70 床、神経小児科が

約 30 床を占める。神経内科との共有領域の治療を主に行う点が特徴であり、こうした専門

性のある病院は全国的にみても珍しい。 

年間の手術件数は約 360 件である。脊椎の疾患が最も多く 130～140 件程度である。次い

で、てんかん約 80 件、不随意運動とそれに付随する疾患 60～70 件、この他、一般的な脳

外科系の疾患の手術を行っている。 

 

2）この 10 年で患者ＱＯＬの向上等に貢献した医療機器 

① 治療 

a） 画像診断機器による術中ナビゲーションシステム 

神経科に特化した領域では、ＭＲなどの術中画像診断のナビゲーションシステムがこの

10 年間で最も発展した。術中の現在地をリアルタイムに把握でき、脳の深部の特定の位置

へアプローチできるようになった。また、脳の基底核をミリ単位の正確さで治療できるよ

うになった。 

ナビゲーションシステムの発展により、これまでできなかった治療が可能となった。た

とえば、定位脳手術は、ナビゲーション技術の向上とともに、手術の精度が大幅に向上し

た。脳深部刺激療法で電極を脳内に埋め込む際にも、ナビゲーションシステムが必要であ

る。 

 

b） 術中生理学的モニタリング 

定位脳手術の際、ＭＲなどの形態画像による術中ナビゲーションを利用してターゲット

を定めた後、神経の活動を計測して術中生理学的モニタリング画面に映し出し、施術する

場所が機能面からみて正しいかどうかを、術中に確かめることができるようになった。 

 

c） 脳深部刺激療法（Deep Brain Stimulation：ＤＢＳ） 

i）（脳機能の外科的治療方法の発展） 

ＤＢＳは、脳の特定の部位に電極を留置し、脳の機能をブロックする治療法である。従

来の手術と比べて比較的侵襲性が低い。また、従来は脳を不可逆的に破壊する方法しかな

かったが、ＤＢＳを使えば脳を破壊せずに（可逆的に）治療できる。この特長を活かし、
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治療できる疾患の幅が大きく広がった。 

ＤＢＳは 2000 年代の初めに欧州で臨床応用が始まり、2005 年頃に世界中で普及した。当

院では 2003 年に導入し、これまでに 20 例程度実施している。 

ii）（パーキンソン病の治療） 

ＤＢＳ治療が行われている症例は、パーキンソン病が最も多い。国内では年間 200～300

件程度行われている。 

パーキンソン病患者の約８割は、投薬治療だけで生活することが可能である。残り約２

割の患者がＤＢＳ治療の対象となる。これらの患者は、ドーパミンを投与しても治療効果

が十分に得られず、薬の効き目のオン・オフ状態を含む日内変動、激しい不随意運動等の

症状がみられる。ＤＢＳ治療により、これらの症状が劇的に改善する可能性がある。治療

の効果が得られれば投薬量を減らすことができ、疾患の進行がある程度抑制できるように

なる。 

iii）（全身性ジストニアの治療） 

ＤＢＳ治療の対象疾患のうち、最も劇的な治療効果がみられた疾患は、全身性ジストニ

アである。全身性ジストニアは、筋肉の緊張の異常により不随意運動や肢位・姿勢の異常

等が生じる疾患である。主に子どもにみられる病気で、症状が進行すると寝たきりになる。

重症心身障害児に指定される患者もいる。 

ＤＢＳ治療により、こうした患者が自由に歩けるようになるなど、日常生活で当該疾患

の影響がほとんど出なくなるようになる。患者が人生を取り戻すことができる可能性が高

まったという意味でＤＢＳのインパクトは大きい。 

ジストニアに対してＤＢＳの治療が施されているのは、全国で 40 施設程度である。 

 

3）既存の医療機器の改良すべき点 

① 治療 

a） 脳深部刺激療法 

i）（体外からの電池の充電） 

脳深部刺激療法では、刺激装置と電池の埋め込みが必要になる。現在は電池に寿命があ

るため、電池が切れる前に再手術せざるをえない。将来的に、体外充電式の電池が実現す

ることが望ましい。 

ii）（電極の小型化） 

電極の大きさは現在の 15mm から４mm まで縮小する必要がある。これまでのように｢点｣

で刺激する方法ではなく、立体的に細かい電極を並べて刺激できるようになれば、治療が

進歩する可能性がある。 
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iii）（患者の精神活動をふまえた治療） 

パーキンソン病の治療により運動機能が確実に回復して、認知機能や精神状態の検査に

異常が見られないにも関わらず、社会復帰が進まないなどのケースが見られている。 

パーキンソン病の患者は、脳内でドーパミンが分泌されにくい。ドーパミンは報酬系に

関係するため、ドーパミンが分泌されないと、努力をしても満たされない。術前は精神的

に満たされない状況で社会に適応しようと努力するが、治療を行うとドーパミンの不足分

が補完されるため、努力しなくとも満たされてしまうようになる。その結果、仕事や人生

に対して取り組む意義が見出せなくなり、社会に適応できないといった問題につながるケ

ースがみられる。 

このことを統計的に検証する研究で、他人の心理状況を表情から読み取る能力の低下を

示すデータが発表されている。パーキンソン病患者のＤＢＳ治療の前後で、表情から喜び

や恐怖、悲しみなどの感情を読み取る能力をテストした結果、恐怖や悲しみを読み取る能

力が有意に落ちていた。また、治療の影響が夫婦の婚姻関係の維持を困難にしている可能

性があることを示す論文も 2006 年に発表された。 

こうした症例と分析結果の蓄積により、治療目的としていた部位とは関係のない部位の

脳機能にも治療の影響が出る可能性が無視できなくなった。 

今後は、精神活動への影響を考慮して、脳を対象とした治療技術を向上していくことが

求められる。 

 

4）実現が望まれる新規の医療機器について 

① 治療 

a） 化学物質による神経活動の調整 

脳に薬をチューブから投与する外科的手法により、神経機能を調整する治療が大きく発

展する可能性がある。投与する薬は、神経伝達物質や神経成長因子などが考えられる。 

バクロフェンポンプやインシュリンポンプは、化学物質を投与するデバイスの実用化の

一例である。 

 

5）医療機器の開発の方向性に関する提言 

a） 神経疾患治療の精神疾患治療への応用 

1990 年代のニューロサイエンスの発展により、精神活動が大脳の働きとして解明され、

精神疾患のメカニズムも明らかになってきた。精神疾患の治療技術の開発は盛んになって

いる。前述のとおり、神経疾患の治療を目的としていたＤＢＳが精神活動にも影響を与え

る可能性が明らかになったことから、今後、ＤＢＳの精神疾患の治療への応用が広がる可
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能性がある。 

対象疾患の具体例としては、トゥレット症候群があげられる。運動機能と精神活動とに

症状がみられる疾患で、ＤＢＳによる治療がその両方に効果をあげることがわかっている。 

ＤＢＳを精神疾患の治療に利用することは、国外ですでに始まっている。欧州で最も先

行しており、米国とわが国では遅れている。 

わが国では、いくつかの大学病院で、倫理委員会での検討が行われている。ただし、日

本では 1970 年代に行われていたロボトミーのマイナスイメージが原因で、脳外科学会が精

神活動に対する外科的治療は行わないという決議をしている。その決議がまだ有効なため、

当面は精神活動の外科的治療ができないことが課題である。 

 

b） 学会の役割向上 

医学界の学会のレベルをもっと高める必要がある。現状の学会は、海外で発表されたこ

とを追認すること以上の役割が果たせていない。その一因として、ひとつの医療現場の症

例数が少なく、データが蓄積するのに時間がかかりすぎており、研究に適した規模になっ

ていないことがあげられる。今後は改善の動きが促進され、センター化と専門化の動きが

進んでいくだろう。 

 

c） 医療機器の国産化の必要性 

医療機器は国産化していく必要がある。内外価格差の問題は日本にとっては重大である。

また、日本のユーザーの要望に応えた医療機器の開発のためも、国内メーカーが手がけた

ほうが機動性の高さが期待できる。 

現在は、国内の医療機器の市場を海外メーカーが独占している。製品のトラブル発生率

は決して低くはなく、品質にも改善の余地がある。しかし、海外の医療機器メーカーにと

っては、日本は末端ユーザーにすぎず、日本のユーザーのクレームに対するリアクション

が良くないという印象がある。 

 

d） 医療機器の国産化のための国の役割 

医療機器の国産化を推進するためには官主導の姿勢が必要である。 

医療機器産業は製品の臨床実用化までのハードルがあまりにも高い。ビジネスとしての

リスクが高く、レベルの高い基礎研究を製品化する意識までそぎ始めている。また、訴訟

のリスクも萎縮傾向の一因である。 

現在はあまりにもリスクに縛られすぎて国内の開発は硬直化している。目の前のリスク

にとらわれるのではなく何十年も先を見据え、産業を育てていく姿勢が必要である。 
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e） 研究費交付改善の必要性 

ひとつのプロジェクトに投じられる予算が少ない。研究費の使途を限定しすぎているよ

うな印象がある。 

予算が国会を通る時期によっては、研究費が配分される時期が遅すぎる。単年度予算制

に縛られない弾力的運用が必要ではないか。 

 


